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VII. 計画変更・申請取り下げ等の手続き

１. 交付申請取り下げ

申請者は、補助金の交付決定の通知を受けた後、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容

またはこれに付された条件に不服があることにより、当該申請を取り下げようとするときは、

当該通知を受けた日から起算して７日以内にセンターが定める「補助金交付申請取下書」（様式

１４）をセンターに提出する必要があります。 

なお交付申請の取り下げにより申請内容の全部または一部を継続する必要がなくなった場合、

センターはその内容を「交付決定通知取消通知書」（様式２０）により通知します。 

２. 計画変更

補助金交付決定通知を受けた後、申請内容に変更がある場合は、変更届出書または計画変更

等承認申請書の提出が必要となる場合があります。 

変更内容により、①変更届の提出が不要な「極めて軽微な変更」、②変更届出書の提出が必要

な「軽微な変更」および③計画変更承認申請書の提出が必要な「重要な変更」の３つに区分され

ます。 

変更の区分 変更内容の例 提出書類 

① 極めて軽微な変更 
 設備・機器などの変更がなく、設置場所の微細な変

更などで、全体の工事内容に大きな変更が無い場合。 
― 

② 軽微な変更 

 申請者の法人名や代表者名の変更がある場合。

 申請者の住所変更がある場合。

 充電器の基数の変更がある場合。

 設備・機器や全体の工事内容に変更がある場合で、

設備設置補助額の変更が３０％未満となる場合。

変更届出書 

（様式１５）

③ 重要な変更 

 共同申請者に変更がある場合。

 充電設備機器の機種の変更がある場合。

 設備・機器や全体の工事内容に変更がある場合で、

設備設置補助額の変更が３０％以上となる場合。

計画変更承認

申請書 

（様式１６）

・ 「変更届出書」は、変更が決定したときに速やかに提出してください。 

・ 「計画変更承認申請書」は事前にセンターに提出し、計画変更承認通知書によりセンター

の承認を受けてください。 

３. 遅延等報告

当該設備設置が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は困難となった

場合は、速やかに「遅延等報告書」（様式１８）をセンターに提出する必要があります。 

書類は、設置工事完了予定日までに、速やかに届け出てください。ただし、最終期限は 第１

の事業、第２の事業及び第４の事業については平成２６年１０月３１（金）、第３の事業につい

ては平成２８年４月２８日（木）となります。
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４. 実施状況報告

交付の決定の通知を受けた後、当該設備設置の実施状況についてセンターが報告を求めた場

合は、「実施状況報告書」（様式１９）を、センターが要求する期日までに提出必要があります。 
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